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前回（第２回）委員会の場で頂戴した御意見



前回（第２回）検討委員会での主な意見等

意見概要 対 応 等

帰宅困難者に関する用語の定義は約20年前から変わっていないため、必要に応じて
改める必要があるのではないか。

対応①
用語の定義について内容を一部改めるとともに、具体例を記
載

遠地地震時のタイムラインは、出勤抑制・早期帰宅の必要性が分かりやすいものとした
方がよいのではないか。

対応②
出勤抑制・早期帰宅の必要性が分かりやすいタイムラインを
追記

遠地津波への対応について新たにガイドラインに記載するのであれば、津波を伴う地震
時の対応についても追記する必要があるのではないか。

対応③
ガイドラインの前提において、地震に伴う津波発生時の対応
について追記

立ち入り制限区域を有する施設を一時滞在施設と活用する場合について、具体例を
示した方が国民の不安が軽減されるのではないか。

対応④
立ち入り制限区域を有する施設について「議場や庁舎、社
員食堂」を示していることを例示

イベント開催時や大規模集客時における帰宅困難者対策については、様々な要素を
整理して記載する必要があるのではないか。 対応⑤

イベント開催時や大規模集客時における帰宅困難者対策
の基本的な考え方に「イベント開催中に自然災害や大規模
事故が発生した場合（暑さ対策や寒さ対策を含む）」という
考え方を追記様々な状況下における帰宅困難者対策については、酷暑や極寒などの気象条件を例

示することで分かりやすくなるのではないか。
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令和8年1月に行ったガイドライン改定に関する御意見



前回（第２回）検討委員会での主な意見等
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令和8年1月に行ったガイドライン改定に関する御意見

意見概要 対 応 等

遠地地震発生時のタイムラインは、今すぐ避難する必要は無いが、時間的猶
予がある訳ではないようなパターンも記載したほうがよいのではないか。

対応②
出勤抑制・早期帰宅の必要性が分かりやすいタイムラインを追記

用語の定義に、「遠地地震」や「大規模集客」も追記したらどうか。また、その
場合、具体的例示を含めて記載したらどうか。

今回の改定では未対応だが、用語の定義に定める用語については引
き続き検討していく。

一時滞在施設を開設する際、施設側は準備に時間を要することになるが、開
設までの間に一時待機場所と呼ばれる広場に誘導するのは、どの主体が行う
べきことが記載した方がよいのではないか。

対応⑥
「帰宅困難者等は一時待機場所とも呼ばれる広場等に移動する。」
と記載し、「誘導する」という表現を削除した。

災害発生時は自分のことで精一杯になってしまうが、共助の精神のもと、国民
それぞれが声をかけ合うような機運の醸成が必要ではないか。

対応⑦
ガイドライン改定に際し、「はじめに」として
「地域や職場、施設等における共助の力を高め合い、災害から命を
守り抜き安心して暮らせる社会を築いていくことが重要である。加えて、
災害発生時においては、落ち着いて行動し、帰宅困難者同士が状
況に応じて協力し合うことが、円滑な対応と安全の確保につながる。」
と記載。
内閣府防災担当においては、SNSでの発信等を通じ、国民の防災
意識向上や、自助・共助の機運醸成に努めている。
引き続き、様々なツールや機会を活用して、意識啓発に取り組んでい
く。



前回（第２回）検討委員会での主な意見等

意見概要 対応方針（案）

官民連携を推進するためには、民間の一時滞在施設を開設した場合に、施設
管理者が不利益を被る可能性の有無や、可能性がある場合はそれへの対応を
示すことが必要ではないか。

官民連携の推進方策については今後の継続検討課題として整理

官民連携を推進することの重要性は、帰宅困難者対策だけでなく防災全体の
課題として検討するべきではないか。

官民連携が防災全体の課題であることは認識しつつも、まずは帰
宅困難者等対策という観点で検討。また、官民連携の推進方策に
ついては今後の継続検討課題として整理

遠地地震発生時に開設した一時滞在施設は、災害救助法の支弁の対象にな
るのか。また、事前に協定を締結していない施設が帰宅困難者を受け入れた場
合の費用については、どのように算出するのか。

災害対策本部が設置され、これに伴って避難所（一時滞在施設
を含む）が開設される場合は支弁の対象となる。
費用の算出は、協定締結有無に係わらず「災害救助法による救助
の程度、方法及び期間並びに実費弁償の基準」「災害救助法事
務取扱要領」等に基づいて判断する。（一時滞在施設以外の避
難所と同様）

帰宅困難者が発生した際、要配慮者をどのように輸送するかという課題を継続
的に議論する必要があるのではないか。

官民連携の推進方策については今後の継続検討課題として整理。
大規模水害における広域避難の検討の状況を注視する。
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継続的に検討が必要な御意見

意見概要 対応方針（案）

避難指示についてLアラート入力に時間を要した理由について、ヒアリングを行っ
た方がよいのではないか。

Lアラート入力に時間を要した自治体へヒアリングを実施したところ
• 防災担当職員が少なく、市民の安全確保や問合せ対応等を優
先した結果、入力が遅くなった。

• 担当者が外出しており、外出先から戻って対応するまでに時間を
要した

等の意見があげられた。

Lアラートへ避難情報等を入力する際は、大まかな方針を第一段階で入力し、
詳細については第二段階で入力する等、入力自体を考える時期ではないか。
各自治体が、どのような対応を、どのタイミングで行っているかという情報を知る
ツールとして、Lアラートが有効に利用されることが望ましいのではないか。

カムチャツカ半島東方沖を震源とする地震においてLアラート入力に
時間がかかった実態について、Lアラートを所管する総務省へ情報共
有を実施した。
なお、信頼性等向上のため、令和８年12月に、Lアラートの運用主
体は一般財団法人から総務省へ移管する予定とのことである。

Lアラート関係の御意見



前回（第２回）検討委員会での主な意見等

意見概要 対応方針（案）

自治体は、避難情報を含む様々な情報を速やかに公表・周知してほしい。
避難情報ガイドラインに記載し、説明会の場を活用して周知を図っ
た。
引き続き、当該ガイドラインの周知を図る。

遠地地震発生時等、沿岸部の鉄道が運行を停止しているが、内陸側の鉄道は
運行を継続している場合、運行を継続している鉄道を利用して動こうとしている
人の動きを抑制することも必要ではないか。

引き続き、一斉帰宅抑制という帰宅困難者対策の基本的考え方
の周知を図る

遠地地震の場合も含めて、災害発生時に発生した様々な事例を共有すること
は必要であると考える。

災害発生時の事例収集を通じて、「大規模地震の発生に伴う帰
宅困難者対策の取組事例集」の内容を充実を図る。
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その他の御意見



（参考）ガイドライン改定作業時、個別に頂戴した御意見



（参考）ガイドライン改定作業時に頂戴した御意見①
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意見概要 対応方針（案）
関西広域連合が示している「発災時間別行動パターンの基本ルール」を掲載してはどうか。

次回の改定時に議論予定

【参考資料２（備蓄の考え方）】において、備蓄品目の例示が下記のとおりされている
（１）水 ：ペットボトル入り飲料水
（２）主食：アルファ化米、クラッカー、乾パン、カップ麺※水や食料の選択に当たっては、賞味期限に
留意する必要がある。
（３）その他の物資（特に必要性が高いもの）
・毛布やそれに類する保温シート
・簡易トイレ、衛生用品（トイレットペーパ等）
・敷物（ビニールシート等）
・携帯ラジオ、懐中電灯、乾電池
・救急医療薬品類  
次回以降，ここに「想定される人数分の基本八品目を準備することが望ましい」を入れるかどうか，議
論の余地がある。

駅前滞留者対策協議会が実施する訓練について「訓練の企画立案等については、市町村が事務局と
なって実施することが基本である」と記載されているが、ここは検討が必要である。

協議会が実施する訓練の実態等をR8年度で
調査。調査結果等をもとに、訓練のマニュアル
化に向けた検討を実施予定。

ガイドラインへの記載に向けて検討する御意見



（参考）ガイドライン改定作業時に頂戴した御意見②
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意見概要 対応方針（案）

大規模地震は近年日本全国で頻発しており、日本中が同じピクトグラムを使用することで、発災
時の混乱を少なくすることができると考えるため、ピクトグラム（図記号）を標準化していただきた
い。

統一化されたピクトグラムの実現は、発災時の混
乱防止やスムーズな避難誘導を行うために有効
的と考えられることから、実現に向けて検討中
（R８年度中に事例収集及び検討、R９年度
以降に作成に向けて着手予定）

今回改訂のガイドラインまでは各自治体が独自に作成したピクトグラムを例示列挙していますが、
各帰宅困難者はいつ・どこの自治体で帰宅困難者となるか事前に予測できない中で被災するこ
とから、発災時の混乱防止やスムーズな避難誘導を行うために、全国で統一的な一時滞在施
設ピクトグラムの策定をご検討いただきたい。

第2部については、それぞれの関係者がどのような役割が求められ、どのような対策が必要か、より
具体的にイメージできる記述を加えていくことについて検討会で引き続き検討させていただきたい。

ガイドラインの充実化に向けて、引き続き検討を
重ねる。

ガイドラインへの記載に向けて検討する御意見

災害救助法の適用条件等に関する御意見

意見概要 対応方針（案）

事業者の事情等での運行停止によるイベント等の帰宅困難について災害の位置づけや救助法
の扱いなど、個別箇所で記載していただきたい。

災害に該当するか否かは各事例ごとに個別に判
断することになるため、ガイドライン記載は困難

通常の指定避難所は開設されていない場合で、交通機関の運行停止による帰宅困難者の一
時滞在施設のみ開設する場合に、災害救助法「４号適用」として運用されるよう検討いただき
たい。

災害に該当するか否かは各事例ごとに個別判断
することになるが、現時点でも災害救助法（4号
基準）の適用基準を満たすことも考えられる。



（参考）ガイドライン改定作業時に頂戴した御意見②
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優良事例の収集や制度の周知等、様々な対応方針を引き続き検討していく御意見

意見概要 対応方針（案）
今回のガイドライン改定にともなって一時滞在施設の開設の機会が増えることが想定されていま
す。
これらの開設に係る実効性を担保するため、従前から要望をしております以下2点について改めて
対応いただくようお願いしたい。
① 一時滞在施設の施設管理者についての免責制度の創出
② 災害以外の開設も含め日常備蓄の経費も含めた民間一時滞在施設の費用について国費
で負担をいただく。

免責制度の創出や日常備品に対する国費負担
については現時点では困難。
今後、災害等により実際に帰宅困難者が発生し
た事例を蓄積していく。

津波警報等に対する対応が象徴的ですが、対応が都県をまたぐ広域的であり、特に長期化する
場合などは、要配慮者も含め広域的な搬送方法の仕組みづくりが必要と考えております。
都県をまたいだ対応となりますので、国において広域的な仕組みの構築等をしていただけますよう
お願いしたい。

大規模水害における広域避難の検討の状況を
注視する。

鉄道事業者等の広域的な運休や計画運休等については、各鉄道事業者から国への状況共有
だけでなく、関連自治体への迅速な情報共有の仕組みづくりをご検討いただくようお願いしたい。

発災時の鉄道運行情報はSOBOｰWEBで入手
可能。引き続きSOBOｰWEBの周知を図る。



参考資料



ガイドライン改定内容（抜粋）①

対応① 具体例を付記した用語の定義の作成 対応② 出勤抑制や早期帰宅に関するタイムラインを追記
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ガイドライン改定内容（抜粋）②

対応③ 地震に伴う津波発生時の対応について追記

対応④ 立ち入り制限を有する施設について具体的に明示
対応⑥ 一時待機場所へ移動する主体について明示

対応⑤ 様々な状況下における帰宅困難者対策について追記
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対応⑦ 共助の精神の必要性について明示



（参考資料）災害救助法の制度概要（抄）
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（参考資料）災害救助法の制度概要（抄）
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（参考資料）災害救助法の制度概要（抄）
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（参考資料）災害救助法の制度概要（抄）
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（参考資料）災害救助法の制度概要（抄）
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